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令和３年度 第１回人事委員会 会議結果 

 

一 日 時     令和３年４月１９日（月） 午前９時４０分から１０時４０分まで 

 

二 場 所     人事委員会委員室（県庁第二庁舎７階） 

 

三 出席者 

１ 人事委員   委 員 長  小 松 哲 也 

委   員  上 田 博 久 

         委   員  中 本 久美子 

２ 事務局職員  事務局長  川 本 晴 彦  次長兼任用課長  前 田 俊 和 

給与課長  川 口 豊 長  主     幹  尾 田 聡 子 

係  長  米 田 康 孝   係     長  足 立 陽 子 

係  長  山 口 玲 夏 

※新型コロナウイルスの感染防止の観点から、事務局職員の委員室への入室は説

明者など必要最小限の人数とし、必要に応じて隣室（執務室）から呼び出す形

で対応 

３ 傍聴者    なし 

                           

四 議 題 

議案第１号 鳥取県職員採用試験（令和４年４月採用予定 大学卒業程度（事務、警察行政以外））

の実施について 

議案第２号 人事委員会規則の一部改正について（組織改正関係） 

議案第３号 令和３年職種別民間給与実態調査の実施について 

議案第４号 職員の職務に専念する義務の免除の承認に係る専決処分の承認について 

議案第５号 女性活躍推進に係る特定事業主行動計画の策定に係る専決処分の承認について 

報告第１号 ２０２１年度給与勧告等に関する要求書について 

 

五 議 事 

４月１日付けの異動に伴い、鳥取県人事委員会議事規則第５条に規定する会議に出席する職員とし

て米田係長及び山口係長が、同規則第７条に規定する議事録を作成する職員として米田係長が委員長

から指定された。 

議事について公開又は非公開のどちらとするかについて審議を行い、議事は公開とすることについ

て全員の合意を得た。 

 

◇議案第１号 

鳥取県職員採用試験（令和４年４月採用予定 大学卒業程度（事務、警察行政以外））の実施について、

事務局が説明し、原案のとおり決定した。 

 

【説 明】 

令和４年４月１日採用予定の標記の採用試験を、次のとおり実施する。 

 

１ 概要 

（１）募集職種・採用予定者数 

職  種 採用予定者数 
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社会福祉 

福祉コース ２名程度 

心理コース ３名程度 

手話コース １名程度 

薬剤師 公衆衛生コース １名程度 

総合化学 
一般コース ２名程度 

食品化学コース ３名程度 

保 健 師 ２名程度 

農   業 ８名程度 

林   業 ４名程度 

土   木 ６名程度 

獣 医 師 ６名程度 

畜   産 １名程度 

建   築 １名程度 

電 気 １名程度 

計 ４１名程度 

 

（２）受験資格 

ア 年齢等 

   薬剤師（公衆衛生コース）及び保健師：昭和６１年（１９８６年）４月２日以降に生まれた

人 

獣医師：昭和４６年（１９７１年）４月２日以降に生まれた人 

その他の職種：① 昭和６１年（１９８６年）４月２日から平成１２年（２０００年）４月

１日までに生まれた人 

② 平成１２年（２０００年）４月２日以降に生まれた人で、学校教育法に

よる大学（短期大学を除く。）を卒業した人若しくは令和４年３月３１日ま

でに卒業する見込みの人又は鳥取県人事委員会がこれらと同等の資格がある

と認める人 

※ ②に該当する人は、９月２６日（日）に実施予定の高校卒業程度試験は

受験不可。 

イ 資格・免許等 

社会福祉、薬剤師、総合化学（食品化学コース）、保健師及び獣医師には、職種に係る資格・

免許等が必要。 

 

ウ 国籍 

日本国籍を有しない人にあっては、就職に制限のない在留資格を取得しているか、令和４年

３月３１日までに取得見込みであれば受験可能。 

 

（３）試験内容 

試 験 種 目 配 点 内            容 

第
１
次
試
験 

教養試験 １５０点 

［多肢選択式･･･５０問 ２時間３０分］ 

公務員として必要な一般的な知識及び知能についての筆

記試験 
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専門試験 ３００点 
［多肢選択式･･･４０問 ２時間］ 

必要な専門的知識についての筆記試験 

論文試験 １２０点 

［１問 １時間］ 

公務員として必要な識見、思考力、表現力などの能力に

ついての筆記試験 

適性検査 － 職務遂行に関する適性についての検査 

第
２
次
試
験 

人物試験 ６００点 
集団討論及び個別面接による人物、専門的知識について

の口述試験 

（注） 第１次試験で実施する論文試験の評価は第２次試験で行う。（第１次試験合格者のみ採点。）

また、第１次試験で実施する適性検査の検査結果は、第２次試験の人物試験の参考として使用す

る。（第１次試験合格者のみ判定。） 

 

（４）試験日程 

受 付 期 間 
４月２８日（水）午前９時～５月１７日（月）午後５時 

※原則としてインターネットによる申込とする。 

第
１
次
試
験 

試 験 日 ６月２０日（日） 

試 験 会 場 

鳥取会場：鳥取県庁会議室 

米子会場：国際ファミリープラザ 

東京会場：ビジョンセンター東京八重洲南口 

大阪会場：ＪＥＣ日本研修センター心斎橋 

合 格 者 発 表  ７月１日（木）（予定） 

第
２
次
試
験 

試 験 日 ７月中旬～８月上旬のうち指定する１日（予定） 

試 験 会 場 鳥取県庁会議室 

採用候補者発表 ８月中旬（予定） 

※５月９日（日）及び６月２０日（日）に実施予定の大学卒業程度の他の職種（全職種）との併
願は不可とする。 

 

（５）その他 

（３）及び（４）の内容は、新型コロナウイルスの感染状況、申込状況等により一部変更する

ことがある。 

 

２ 広報 

別途受験案内を作成し、県の機関等で配布するほか、その内容をホームページ等で公表する。 

また、求人サイトへ求人情報を掲載する。 

 

【質疑等】 

委   員：試験は感染防止対策をとってぜひやっていただきたいが、試験内容のうち第２次試験の人

物試験の集団討論について、このままだと今後新型コロナウイルスが感染拡大していくこ

とが予想される状況にありながら、実施するのは何か考えがあるか。 

事 務 局：今後の見通しは不透明ではあるものの、感染対策を施した上で実施可能な状況であれば実
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施したいと考えている。一方で、判断によっては昨年度のように実施方法を変更せざるを得な

い可能性もある。 

委 員：集団討論に代わる試験方法は難しいですね。 

事 務 局：おっしゃるとおり、個人面接では分からないような面を見るため、集団討論に代わる方法

となると、それは難しいと考える。基本的には実施することとしたい。 

委   員：試験日程のとおり実施できるかどうかも分からない状況なのか。 

事 務 局：状況によっては、延期せざるを得ないことも無きにしも非ずとは思う。 

委   員：状況を見ながら対応していかざるを得ないということで了解した。 

 

 

◇議案第２号 

人事委員会規則（組織改正関係）の一部改正について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。 

 

【説 明】 

 次のとおり規則の一部を改正する。 

 

 １ 規則の名称 

職員の職務の級の分類に関する規則（平成 18年鳥取県人事委員会規則第１号） 

 

 ２ 概   要 

新型コロナウイルス感染症対策本部事務局の新型コロナウイルス感染症対策総合調整課長の職務

の級について、行政職７級に格付ける（現在 行政職６級）。 

   ＜職員の給与に関する条例＞ 

  行政職給料表等級別基準職務表（抜粋）   

職務の級 標準的な職務 

６級 本庁の課長の職務 

７級 困難な業務を行う本庁の課長の職務 

 

 ３ 改 正 理 由 

新型コロナウイルス感染症対策本部事務局の設置を検討していた令和３年１月頃は、県内の新型

コロナウイルス感染症の発生は小康状態にあったが、令和３年３月ごろから県内においても多数感

染症陽性者が発生し、４月に新設された新型コロナウイルス感染症対策本部事務局では、随時迅速

かつ実効的な感染防止対策を行うとともに、住民へのワクチン接種などといった新たな業務も担う

ことから、その主管課長の職責は他部局の主管課長と比較しても重いものであることをふまえ、当

該職を行政職７級に格付けるもの。 

 

 ４ 施 行 期 日 

   公布日（令和３年４月１日から適用） 

 

 

◇議案第３号 

令和３年職種別民間給与実態調査の実施について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。 

 

 



- 5 - 

 

 

【説 明】 

令和３年職種別民間給与実態調査を次のとおり実施する。 

 

１ 目  的 

 県職員の給与を県内民間事業所従業員の給与と比較検討するための資料を得ること（人事院等との

共同調査であり、全国の調査結果を集計したものは国家公務員の給与との比較の資料となる。） 

 

２ 調査対象 

(１) 調査対象事業所 

 令和３年４月現在における県内の企業規模５０人以上、かつ、事業所規模５０人以上の２３２事

業所 

 企 業 規 模…調査対象事業所も含めた企業全体の従業員数 

 事業所規模…調査対象事業所の従業員数 

※新型コロナウイルス感染症に対処している医療現場の厳しい環境に鑑み、病院（２３事業所）

については調査対象外とされた。 

 

(２) 調査事業所  

 （１）の中から人事院が無作為抽出により選定した１４４事業所 

 

３ 調査方法 

 感染予防対策を徹底して、調査員による実地調査を基本としつつ、必要に応じて対面によらない方

法も活用する。 

 

４ 調査期間 

 令和３年４月２６日（月）から６月２２日（火）まで 

 

５ 主な調査内容 

・本年４月分の個人別給与の支給状況（職種別、年齢別、学歴別） 

・初任給の支給状況（職種別、学歴別） 

・昨年８月から本年７月までに支払われた賞与及び臨時給与の支給状況（支給総額、支給人員等） 

・各種手当の支給状況                        

・高齢者雇用施策の状況 など 

 

【質疑等】 

委   員：県で他の機関もいろいろな調査をされている。例えば、女性の管理職登用率などの調査も

一緒に調査するような対応はできないか。給与等いろいろな項目を調査するので、他の機関

がされているような項目も一緒にやってもいいのではないかと考えるがどうか。 

事 務 局：職種別民間給与実態調査については、全国調査ということで、調査項目等は全国統一でや

っている。県独自の調査項目の追加もできるが、総務省に対する届出を要するといったこと

がある。また、調査方法の課題として、全て私共が調査に伺うのではなく、他県で給与管理

されているような事業所は人事院等が本県事業所分の調査を行っている。そうした事業所に

どのように調査するのかという課題がある。 

委   員：全国共通の調査ということは理解できる。例えば女性の登用率など、一緒に調査すれば別

の調査のための予算も必要なく、事業所も対応が１回で済むのではないかと思うが、難しい

のか。 

事 務 局：事業所の方から、いろいろな調査があるので負担が大きいという声があるのは事実。事務
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の効率化などを考えたら、統一的なやり方ができればいいとは思う。実態としては、なかな

かそこまではできていないというところ。 

 

 

◇議案第４号 

職員の職務に専念する義務の免除の承認に係る専決処分の承認について、事務局が説明し、原案のと

おり決定した。 

 

【説 明】 

鳥取県知事から、職員の職務に専念する義務の免除について次のとおり２件の申請があり、人事委員

会の事務の専決及び代決規則第２条第２項の規定により、令和３年３月３１日に次のとおり専決処分し、

承認した。 

よって同条第３項の規定により報告するとともに承認を求める。 

 

［申請１、２］ 職員が次の大会に競技役員として参加する場合 

 

申請１：第５１回世界選手権大会リカーブ部門最終選考会及び第１７回世界ユース選手権大会リカー

ブ部門最終選考会 

申請２：第５１回世界選手権大会コンパウンド部門最終選考会及び第１７回世界ユース選手権大会コ

ンパウンド・ジュニア部門最終選考会及び FISUワールドユニバーシティゲームズ（２０２１

成都） 

 

１ 職 員 名 

  関西ワールドマスターズゲームズ（関西 WMG）推進課 係長 樋口彰紀 

 

２ 申請期間  

申請１：参加日程（４月１日（木）～４月４日（日））のうち勤務を要する日 

申請２：参加日程（４月１１日（日）～４月１４日（水））のうち勤務を要する日 

 

３ 根拠法令 

  職務に専念する義務の特例に関する規則第２条の表第１４号 

○職務に専念する義務の特例に関する規則 

（義務免除） 

第２条 条例第２条第３号に規定する人事委員会が定める場合及びその期間は、次の表のとおり

とする。 

(14) 前各号に掲げるもののほか、人事委員会が

必要と認める場合 

その都度必要と認める期間 

  

４ 承認理由 

・ 対象職員は、平成１３年４月１日から鳥取県立米子南高等学校に勤務し、アーチェリー競技に

おける高校生等の指導を行う傍ら、全日本アーチェリー連盟でも選手の指導育成を担ってきた。

令和２年４月１日からは、関西 WMG推進課で関西 WMGアーチェリー競技大会の開催運営を担当

している。 

・ 本県のスポーツ競技団体は、教職員が役員を担うことで運営できている実情であり、教職員が現

在又は過去の職務に関連のある体育大会等に主催団体から書面等による委嘱を受けて役員等として

参加する場合については、平成２５年８月２７日開催の人事委員会において職務専念義務の免除を

包括的に承認している。（平成２５年８月３０日施行） 
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・ ついては、上記職員は、現在、関西 WMG開催準備のため県立学校から知事部局に出向しているが、

他の任命権者の下にあっても上記の事情は変わらないため、教職員に準じて職務に専念する義務の

免除を行おうとするものであり、承認するのが適当である。 

 

５ 専決処分の理由 

   任命権者から申請があったときから当該申請の承認により職員の職務に専念する義務を免除しよ

うとする期間の始期まで間がなく緊急を要し、人事委員会に諮るいとまがなかったため。 

 

【質疑等】 

委   員：職務に専念する義務の免除にあたり、前例から形式的に判断するのではないという指摘   

は、そのとおりだと思う。 

事 務 局：仕事が優先なので、仕事が忙しいのであれば本来認めるべきでない話。前例があるから認

めますということではなくて、仕事の状況を踏まえて判断してくださいという当然の話である。 

委   員：説明を聞いていて専決処分が多いなと感じたので、きちんと申請者に指摘されているとい

うことで、その点はよかったと思った。 

 

 

◇議案第５号 

女性活躍推進に係る特定事業主行動計画の策定に係る専決処分の承認について、事務局が説明し、原

案のとおり決定した。 

 

【説 明】 

「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（以下「女性活躍推進法」という。）に基づく令

和３年度から令和７年度までの鳥取県特定事業主行動計画として「女性活躍推進プログラム【第２期】」

を次のとおり策定したので報告するとともに、承認を求めるもの。 

 

１ 策定した計画の名称 

  輝く女性活躍推進プログラム【第２期】（女性活躍推進法に基づく特定事業主行動計画） 

 

２ 計画内容 

  別添のとおり（鳥取県知事等と共同策定） 

 

３ 計画の概要 

（１）プログラムの期間 

令和３年度（２０２１年度）から令和７年度（２０２５年度）までの５年間 

（２）プログラムの策定主体 

知事、県議会議長、選挙管理委員会、代表監査委員、人事委員会、海区漁業調整委員会 

 ※病院局及び教育委員会は、知事部局に準じた取組となるようそれぞれが策定 

（３）目標達成に向けたプログラムの推進体制 

鳥取県男女共同参画行政推進会議及び県庁改革会議において、進捗状況を踏まえた取組内容の点

検・見直しを行う PＤＣAサイクルにより、目標達成に向けて継続的に取組を推進 

 

※現行計画については、知事部局（人事企画課）が県としての行動計画案を作成し、知事及び他の

任命権者（県議会議長、選挙管理委員会、代表監査委員、人事委員会、海区漁業調整委員会）が同

様の内容で策定し、連名で公表している。 

 

４ 達成しようとする主な目標 

（１）女性職員の活躍推進 

係長級以上（管理的地位）の女性職員の割合 
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⇒  令和７年度までに３７％以上 （令和２年 4月 1日現在：３４.４％） 

 課長級以上（管理職）の女性職員の割合 

⇒  令和７年度までに２５％以上 （令和２年 4月 1日現在：２３.２％） 

採用する職員に占める女性職員の割合 

⇒  令和７年度まで５０％以上を維持 （令和元年度の実績：６０.４％） 

 

（２）男性職員の家庭参加の促進 

男性職員の育児休業の取得割合 

⇒  令和７年度までに５０％以上 （令和元年度実績：２４.２％） 

男性職員の配偶者出産休暇又は育児参加休暇の取得割合 

⇒  令和７年度までに１００％ （令和元年度実績：８５.０％） 

 

（３）職員の働き方の改革・職場環境の更なる改善 

職員 1人当たりの月平均時間外勤務 

⇒  令和７年度までに１０時間以内 （令和元年度実績：１１.０％） 

職員の年次有給休暇等（夏季休暇を含む）の取得日数 

⇒  令和７年度年までに１７日以上 （令和元年実績：１５.３日） 

 

※当該目標は、病院局及び教育委員会（教員を除く）を含めた一体的な目標 

 

【質疑等】 

委   員：病院局と教育委員会が別に定める理由はなにか。 

事 務 局：病院局と教育委員会は、事業主の単位として大きな任命権者である。規模の小さな人事委

員会としては、知事等と共同で策定するということで、整理をしている。 

 

 

◇報告第１号 

２０２１年度給与勧告等に関する要求書について、事務局が説明した。 

 

【説 明】 
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六 次回人事委員会の開催 

  令和３年５月１０日（月）午前９時４０分から開催することとした。 


